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連 結 貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度
平成27年    
     3月31日

平成28年    
     3月31日

平成27年    
     3月31日

平成28年    
     3月31日

( ( ( (
) ) ) )

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

現金・預金 未払金227,592 206,529 27,550 26,418

有価証券 未払費用204,582 192,423 7,714 7,035

たな卸資産 保管金等1,196 410 1,213 2,104

未収金 前受金4,115 5,122 1,124 3

未収収益 前受収益37,771 35,745 38 30

前払金 賞与引当金22,824 33,115 4,601 4,787

前払費用 債券677 661 427,088 477,135

貸付金 借入金11,224,451 11,502,737 1,703,585 1,756,530

破産更生債権等 退職給付引当金69,328 64,466 102,901 80,477

その他の債権等 その他の債務等706 773 53,389 66,139

貸倒引当金 △ 208,920 △ 219,491

有形固定資産 445,039 455,366

国有財産等（公共
用財産を除く）

431,171 440,108

土地 230,662 238,999

立木竹 354 346

建物 124,133 122,703

工作物 74,686 76,696

建設仮勘定 1,334 1,361

物品等 負 債 合 計13,867 15,257 2,329,207 2,420,662

無形固定資産 ＜資産・負債差額の部＞12,346 12,396

その他の投資等 資産・負債差額30,171 46,243 9,742,676 9,915,838

負 債 及 び 資 産 ・
負 債 差 額 合 計資 産 合 計 12,071,884 12,336,500 12,071,884 12,336,500
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連結業務費用計算書
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
(自 平成26年 4月 1日) (自 平成27年 4月 1日)
(至 平成27年 3月31日) (至 平成28年 3月31日)

人件費 94,286 99,083

賞与引当金繰入額 4,601 4,787

退職給付引当金繰入額 159 △ 13,319

無償資金協力事業費 106,527 91,151

補助金等 3,579 4,390

委託費等 368,163 436,560

庁費等 69,277 83,609

その他の経費 199,270 215,538

減価償却費 8,868 9,609

貸倒引当金繰入額 17,135 10,731

支払利息・利払費 39,260 35,788

為替換算差損益 26 316

資産処分損益 834 709

資産評価損（株式評価損） - 844

減損損失 85 40

本年度業務費用合計 912,077 979,844
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連結資産・負債差額増減計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 平成26年 4月 1日) (自 平成27年 4月 1日)
(至 平成27年 3月31日) (至 平成28年 3月31日)

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 9,573,925 9,742,676

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 912,077 △ 979,844

Ⅲ　財源 1,052,013 1,074,976

　　主管の財源 17,362 23,917

　　配賦財源 816,340 851,039

　　自己収入 2,136 -

　　独立行政法人等収入 216,173 200,018

Ⅳ　無償所管換等 48,737 89,705

Ⅴ　資産評価差額 6,768 8,299

Ⅵ　その他資産・負債差額の増減 △ 26,689 △ 19,973

Ⅶ　本年度末資産・負債差額 9,742,676 9,915,838
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連結区分別収支計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 平成26年 4月 1日) (自 平成27年 4月 1日)
(至 平成27年 3月31日) (至 平成28年 3月31日)

Ⅰ　業務収支

１　財源

主管の収納済歳入額 17,546 24,997

配賦財源 816,340 851,039

自己収入 2,136 -

独立行政法人等収入 255,715 230,739

貸付金の回収による収入 673,415 696,931

有価証券の売却・償還による収入 1,118,034 1,178,319

固定資産の売却による収入 421 34

敷金保証金の返還による収入 128 127

前年度剰余金等受入 127,776 227,592

財源合計 3,011,515 3,209,781

２　業務支出

(1)業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 103,655 △ 109,315

無償資金協力事業費支出 △ 104,537 △ 91,901

補助金等 △ 3,573 △ 4,385

委託費等 △ 368,140 △ 394,871

貸付けによる支出 △ 820,458 △ 964,737

庁費等の支出 △ 72,737 △ 86,635

有価証券の取得による支出 △ 1,074,736 △ 1,167,754

敷金保証金の取得による支出 △ 83 △ 79

その他の支出 △ 253,623 △ 276,360

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 2,801,547 △ 3,096,043

(2)施設整備支出

立木竹に係る支出 △ 0 △ 0

建物に係る支出 △ 553 △ 315

工作物に係る支出 △ 1,100 △ 884

建設仮勘定に係る支出 △ 1,824 △ 2,943

独立行政法人等における固定資産取得支出 △ 2,107 △ 2,266

施設整備支出合計 △ 5,586 △ 6,410

業務支出合計 △ 2,807,133 △ 3,102,453

業務収支 204,381 107,327

Ⅱ　財務収支

借入による収入 258,200 463,600
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借入金の返済による支出 △ 336,575 △ 410,654

債券の発行による収入 106,620 59,670

債券の償還による支出 - △ 10,000

リース債務の返済による支出 △ 2,229 △ 2,962

ＰＦＩ債務の返済による支出 △ 97 △ 97

利息の支払額 △ 50,850 △ 48,348

他省庁からの出資による収入 48,500 48,260

民間出えん金等による収入 0 0

国庫納付による支出 △ 377 -

財務収支 23,189 99,466

本年度収支 227,570 206,794

翌年度歳入繰入等 227,570 206,794

収支に関する換算差額 21 △ 264

本年度末現金・預金残高 227,592 206,529
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注 記 

 

１ 連結を行った独立行政法人等の名称及び出資割合等 

独立行政法人等の名称 
出資額 

（百万円） 
出資割合 子会社数 

独立行政法人国際協力機構（一般勘定） 63,217 100.0% - 

独立行政法人国際協力機構（有償資金協力勘定） 7,862,157 100.0% - 

独立行政法人国際交流基金 77,803 100.0% - 

(注 1) 名称、出資額、出資割合は平成 28 年 3月 31 日時点によっている。 

 

２ 独立行政法人等の子会社のうち連結対象から除外したもの 

該当なし 

 

３ 出納整理期間における現金の受払いの修正 

国の会計においては出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払等を終了した後の計

数をもって会計年度末の計数としているが、連結対象法人では出納整理期間が設けられていない。このた

め、連結に際しては、国の会計年度に合わせて、連結対象法人においても、本会計年度末に国の会計との

出納整理期間中の受払等は終了したものとして修正を行っている。 

 

４ 連結対象法人特有の会計処理の修正の内容 

連結対象法人においては、企業会計原則に対して必要な修正をした上で、それぞれの特性を反映した財

務諸表を作成している。省庁別連結財務書類の作成に際して、国の会計と連結対象法人との会計処理の統

一は行っていないが、以下に記載した連結対象法人の特有の会計処理については、修正を行っている。 

 運営費交付金、補助金等 

連結対象法人において負債計上されている運営費交付金債務、預り補助金、資産見返運営費交付金、

資産見返補助金等は、財源へ振替えている。 

 退職給付引当金及び賞与引当金 

独立行政法人会計基準等に基づき引当外とされている退職給付引当金及び賞与引当金については、所

要額を計上している。 

 損益外減価償却累計額等 

独立行政法人会計基準等に基づき資本剰余金の減少として計上されている当年度の損益外減価償却

累計額等は、業務費用へ振替えている。 

 

５ 省庁別財務書類と連結対象法人の会計処理の重要な相違 

 外貨建金銭債権債務等 

省庁別財務書類では出納官吏事務規程第 14 条及び第 16 条に基づく為替レートで換算を行っているが、

連結対象法人では平成 27 年度末の為替レートで換算を行っており、換算から生じる為替差損益につい

ては、「業務費用計算書」の「為替換算差損益」に計上している。 

  （参考） 

    平成 27 年度末 1 ドル＝113.393 円、1ユーロ＝127.140 円 

 有価証券の評価基準及び評価方法 

省庁別財務書類では有価証券に計上する残高の該当が無いが、国際協力機構（有償資金協力勘定）に

おいては、関係会社株式及びその他有価証券（時価のないもの）について、移動平均法による原価法を

採用している。なお、関係会社株式について、持分相当額が取得原価より下落した場合には、持分相当

額で評価している。また、国際協力機構（一般勘定）及び国際交流基金においては、満期保有を目的と

するため、償却原価法を採用している。 

 たな卸資産の評価基準及び評価方法 
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省庁別財務書類ではたな卸資産に計上する残高の該当が無いが、国際協力機構（一般勘定）において

は、貯蔵品については先入先出法による低価法を採用している。 

 有形固定資産及び無形固定資産の減価償却方法 

省庁別財務書類では国有財産（公共用財産を除く）のうち償却資産については国有財産台帳の価格改

定に適用される耐用年数に基づく定率法（平成 19 年 4 月 1 日以後に新築した建物は定額法）、物品等

及び無形固定資産のうち償却資産については定額法によっているが、連結対象法人においては償却資産

については、定額法によっている。 

 貸倒引当金 

省庁別財務書類では履行期限が到来している特定の損害賠償金債権については全額を、その他の履行

期限到来等債権については債権の半額を回収不能見込額として計上しているが、国際協力機構（一般勘

定）においては、一般債権については延滞債権への移行率等により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。また、国際協力機構（有償資金協力

勘定）においては、債権の貸倒れによる損失に備えるために、貸付金の期末残高を対象に、資産自己査

定結果に基づき計上している。 

6  退職手当に係る退職給付引当金 

省庁別財務書類においては、退職手当に係る退職給付引当金として期末自己都合退職要支給額を計上

しているが、連結対象法人においては、退職給付債務に加え、年金基金の積立不足額のうち各法人の負

担となる額（年金基金全体の積立不足額を標準報酬総額の比率で按分した額）を計上している。 

 

６ 追加情報 

 表示科目の内容（連結対象法人を中心に説明） 

① 連結貸借対照表 

ア 資産の部 

・「現金･預金」には、国際協力機構（一般勘定）における本部、国内機関、在外機関、国際協力機

構（有償資金協力勘定）における本部、国際交流基金における年度末の現金・預金（長期性預金

を含む）残高を計上している。 

・「有価証券」には、国際協力機構（一般勘定）における譲渡性預金残高、国際協力機構（有償資金

協力勘定）における関係会社株式及び投資有価証券の保有額、国際交流基金における地方債、政

府関係機関債等の有価証券及び投資有価証券の保有額を計上している。 

・「たな卸資産」には、国際協力機構（一般勘定）における国際緊急援助活動に必要な備蓄物資を計

上している。 

・「未収金」には、外務省における損害賠償金等の未収分、国際協力機構における未収入金、国際交

流基金における日本語能力試験受験料収入還元金等の未収分を計上している。 

・「未収収益」には、国際協力機構（一般勘定）における受取利息、貸付金利息、国際協力機構（有

償資金協力勘定）における貸付金利息の未収相当額等、国際交流基金における運用収益の未収分

を計上している。 

・「前払金」には、国際協力機構における翌年度への繰越案件で、本年度の前払分を計上している。 

・「前払費用」には、外務省における車両自賠責保険料の未経過分、各法人における事務所等の賃貸

借料の前払分を計上している。 

・「貸付金」には、外務省における個人に対する貸付金、国際協力機構（一般勘定） における開発

投融資、移住投融資に係る貸付金、国際協力機構（有償資金協力勘定）における途上国向け貸付

等を計上している。 

・「破産更生債権等」には、国際協力機構（一般勘定）における開発投融資貸付金、移住投融資貸付

金等に係る破産更生債権等、国際協力機構（有償資金協力勘定）における途上国向け貸付等のう

ち破産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債権を計上している。 

・「その他の債権等」には、外務省から財政投融資特別会計特定国有財産整備勘定への前渡不動産、
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各法人における仮払金、立替金等を計上している。 

・「貸倒引当金」には、外務省及び国際協力機構における貸付金等に対する貸倒見積額を計上してい

る。 

・「国有財産等（公共用財産を除く）」には、以下「土地」から「建設仮勘定」までの合計額を記載

している。 

・「土地」には、外務省及び各法人の台帳価格を計上している。 

・「立木竹」には、主に外務省庁舎等の敷地上の樹木等を計上している。 

・「建物」には、外務省庁舎、国際協力機構（一般勘定）の横浜国際センター建物、国際協力機構（有

償資金協力勘定）の竹橋合同ビル建物、国際交流基金の日本語国際センター建物等を計上してい

る。 

・「工作物」には、外務省庁舎に対する構築物、国際協力機構の空調設備、国際交流基金の日本語国

際センター庭園等を計上している。 

・「建設仮勘定」には、外務省における建設中の固定資産に係る支出済額、国際協力機構（一般勘定）

における在外事務所の移転に係る設計、施工管理及び内装工事費等、国際協力機構（有償資金勘

定）における竹橋合同ビル・中央監視設備更新工事費を計上している。 

・「物品等」には、外務省における取得価格（見積価格）が 50 万円以上の機械・器具、ファイナンス･

リース取引に伴うリース物件、評価額が 300 万円以上の美術品、国際協力機構における車両運搬具

及び工具器具備品、国際交流基金における巡回展用美術品等を計上している。 

・「無形固定資産」には、外務省における在外公館定期不動産貸借権、国際交流基金における借地権、

外務省及び各法人における電話加入権の台帳価格、ソフトウェア、国際協力機構における商標権、

ソフトウェア仮勘定を計上している。 

・「その他の投資等」には、各法人における差入保証金を計上している。 

イ 負債の部 

・「未払金」には、外務省及び各法人における年度末までに支払いが完了しなかった債務を計上して

いる。  

・「未払費用」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）における財政投融資特別会計財政融資資金

勘定等からの借入の未払利息、各法人における社会保険料等の未払分等を計上している。  

・「保管金等」には、各法人における所得税等の預り金を計上している。 

・「前受金」には、国際協力機構（一般勘定）における車両売却代金の前受分を計上している。 

・「前受収益」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）における貸付手数料の前受相当額、国際交

流基金における海外日本語講座受講料に係る事業未実施相当額を計上している。 

・「賞与引当金」には、外務省及び各法人における期末手当、勤勉手当の年度末までの相当額を計上

している。 

・「債券」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）が発行している債券額を計上している。 

・「借入金」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）における財政投融資特別会計財政融資資金勘

定等からの借入金を計上している。 

・「退職給付引当金」には、外務省及び各法人における退職手当の期末要支給額、年金債務に係る引

当金等を計上している。  

・「その他の債務等」には、外務省及び各法人におけるリース債務、各法人における資産除去債務、

国際協力機構（有償資金協力勘定）における仮受金等を計上している。  

② 連結業務費用計算書 

・「人件費」には、職員に係る人件費等を計上している。  

・「賞与引当金繰入額」には、期末手当、勤勉手当の年度末までの相当額を計上している。 

・「退職給付引当金繰入額」には、引当金の取り崩しを行い、当年度末残高との差額補充により計上し

ている。 

・「無償資金協力事業費」には、国際協力機構（一般勘定）における開発途上地域の政府等に対して無
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償の資金供与による協力を行った事業費を計上している。 

・「補助金等」には、外務省における「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2条第 1

項で規定する補助金、国際交流基金における助成金を計上している。 

・「委託費等」には、外務省における補助金等に該当しない委託費、援助費、分担金及び拠出金、国際

交流基金における業務委託費を計上している。 

・「庁費等」には、外務省における物件費・施設費で支出したもののうち、資産計上されるもの及びリ

ース債務、ＰＦＩ債務の返済分並びに支払利息を控除したものを計上している。 

・「その他の経費」には、外務省における歳出決算額のうち上記に当てはまらないもの、各法人におけ

る物件費、業務委託費等のうちほかの科目に当てはまらないものを計上している。 

・「減価償却費」には、固定資産の減価償却額を計上している。 

・「貸倒引当金繰入額」には、外務省における損害賠償金債権等の履行期限延期による戻入額、国際協

力機構（一般勘定）における融資債権、入植地債権に係る貸倒引当金の換算差額、国際協力機構（有

償資金協力勘定）における途上国向け貸付等に対して資産の自己査定を行った結果、貸倒引当金が

増減したことに伴う繰入・戻入額を計上している。 

・「支払利息・利払費」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）における借入金、債券等の資金調達

に関して発生した利息、外務省及び国際交流基金におけるリース債務返済に係る支払利息等を計上

している。 

・「為替換算差損益」には、国際協力機構における外貨建金銭債権債務等の換算差額を計上している。 

・「資産処分損益」には、外務省及び各法人における固定資産の処分損益額、国際協力機構（有償資金

協力勘定）における関係会社株式の処分損益等を計上している。 

・「資産評価損（株式評価損）」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）における関係会社株式評価

損を計上している。 

・「減損損失」には、国際交流基金における固定資産の減損損失額を計上している。 

③ 連結資産・負債差額増減計算書 

・「前年度末資産・負債差額」には、前年度の連結貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上してい

る。 

・「本年度業務費用合計」には、連結業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。 

・「主管の財源」には、外務省一般会計における（款）諸収入等を計上している。 

・「配賦財源」には、 外務省における支出済歳出額から収納済歳入額を差し引いた金額を計上してい

る。 

・「自己収入」には、前会計年度において、東日本大震災復興特別会計における（款）雑収入を計上し

ている。 

・「独立行政法人等収入」には、国際協力機構（一般勘定）における受託収入等、国際協力機構（有償

資金協力勘定）における貸付金利息、受取配当金等、国際交流基金における受託収入、運用収益等

を計上している。 

・「無償所管換等」には、一般会計から連結対象法人への出資金の増減に伴う外務省の資産・負債差額

の増減、過年度の誤謬訂正に係る額等を計上している。 

・「資産評価差額」には、外務省における国有財産の評価差額、国際協力機構（有償資金協力勘定）に

おける外貨建有価証券評価差額を計上している。 

・「その他資産・負債差額の増減」には、国際協力機構（一般勘定）における資本剰余金の増減額、国

際協力機構（有償資金協力勘定）における繰延ヘッジ損益増減額、国際交流基金におけるその他資

産・負債差額等を計上している。 

・「本年度末資産・負債差額」には、本年度の連結貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上してい

る。 

④ 連結区分別収支計算書 

ア 業務収支 
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・「主管の収納済歳入額」には、外務省一般会計における収納済歳入額を計上している。 

・「配賦財源」には、外務省における支出済歳出額より収納済歳入額を差し引いた金額を計上してい

る。 

・「自己収入」には、前会計年度において、東日本大震災復興特別会計における収納済歳入額を計上

している。 

・「独立行政法人等収入」には、国際協力機構（一般勘定）における受託収入等、国際協力機構（有

償資金協力勘定）における貸付金利息、受取配当金等、国際交流基金における運用収入等を計上

している。 

・「貸付金の回収による収入」には、国際協力機構（一般勘定）における開発投融資、移住投融資に

係る貸付金の回収額、国際協力機構（有償資金協力勘定）における途上国向け貸付等に係る貸付

金の回収額を計上している。 

・「有価証券の売却・償還による収入」には、国際協力機構（一般勘定）における譲渡性預金の払戻

額、国際協力機構（有償資金協力勘定）における有価証券の売却等による収入、国際交流基金に

おける有価証券の償還額を計上している。 

・「固定資産の売却による収入」には、各法人における固定資産の売却額を計上している。 

・「敷金保証金の返還による収入」には、各法人における差入保証金の返還額を計上している。 

・「前年度剰余金等受入」には、各法人における前年度末現金・預金残高を計上している。 

・「人件費」には、外務省における職員に係る人件費、各法人における業務活動による支出のうち人

件費相当額を計上している。 

･「無償資金協力事業費支出」には、国際協力機構（一般勘定）における開発途上地域の政府等に

対して無償の資金供与による協力を行った事業費の支出額を計上している。 

・「補助金等」には、外務省における「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2条第

1 項で規定する補助金、国際交流基金における助成金を計上している。 

・「委託費等」には、外務省における補助金等に該当しない委託費、援助費、分担金及び拠出金、国

際交流基金における業務委託費を計上している。 

・「貸付けによる支出」には、外務省における帰国費貸付金及び海外邦人滞在費短期貸出金の支出額、

国際協力機構（有償資金協力勘定）における途上国向け貸付等に係る貸付額を計上している。 

・「庁費等の支出」には、外務省における決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当す

る支出のうち、貸付けによる支出、施設整備支出及び財務収支に計上されないものを計上してい

る。 

・「有価証券の取得による支出」には、国際協力機構（一般勘定）における譲渡性預金の取得額、国

際協力機構（有償資金協力勘定）及び国際交流基金における有価証券の取得に係る支出額を計上

している。 

・「敷金保証金の取得による支出」には、各法人における差入保証金の支出額を計上している。 

・「その他の支出」には、外務省における「旅費」及び「その他」に該当する支出のうち、貸付けに

よる支出に計上されないもの、各法人における事業費及び一般管理費等の支出額を計上している。 

・「立木竹に係る支出」には、外務省の立木竹の取得に係る支出額を計上している。 

・「建物に係る支出」には、外務省の建物の取得に係る支出額を計上している。 

・「工作物に係る支出」には、外務省の工作物の取得に係る支出額を計上している。 

・「建設仮勘定に係る支出」には、外務省の建設中の固定資産に係る支出額を計上している。 

・「独立行政法人等における固定資産取得支出」には、各法人における固定資産の計上に繋がる支出

額を計上している。 

・「業務収支」には、財源合計から業務支出合計を控除した額を計上している。 

イ 財務収支 

・「借入による収入」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）における財政投融資特別会計財政融

資資金勘定等からの借入額を計上している。 
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・「借入金の返済による支出」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）における財政投融資特別会

計財政融資資金勘定等からの借入額に対する返済額を計上している。 

・「債券の発行による収入」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）における債券の発行に伴う資

金調達額を計上している。 

・「債券の償還による支出」には、国際協力機構（有償資金勘定）における債権の償還額を計上して

いる。 

・「リース債務の返済による支出」には、外務省及び各法人におけるリース債務の返済額を計上して

いる。 

・「ＰＦＩ債務の返済による支出」には、外務省の在エジプト大使館事務所の固定資産に係る債務の

返済額を計上している。 

・「利息の支払額」には、外務省及び国際交流基金におけるリース債務の返済に伴う利息分、国際協

力機構（有償資金協力勘定）における借入金、債券等の資金調達に関して発生した利息を計上し

ている。 

・「他省庁からの出資による収入」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）における一般会計から

の出資金の受入額を計上している。 

・「民間出えん金等による収入」には、国際交流基金における民間出えん金の受入額を計上している。 

・「国庫納付による支出」には、前会計年度において、国際協力機構（一般勘定）の不要財産に係る

国庫納付額を計上している。 

ウ 本年度収支以下の区分 

・「本年度収支」には、業務収支と財務収支を合計した額を計上している。 

・「翌年度歳入繰入等」には、本年度収支と同額を計上している。 

・「収支に関する換算差額」には、外国通貨に係る換算差額を計上している。 

・「本年度末現金・預金残高」には、翌年度歳入繰入等に収支に関する換算差額を加減したものを計

上している。計上額は、連結貸借対照表の現金・預金と一致する。 

 その他省庁別連結財務書類の内容を理解するために特に必要と考えられる情報 

① 外務省と連結対象法人間及び連結対象法人間の債権債務等について相殺消去を行っている。 

② 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。 

③ 百万円未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「-」で表示している。 

④ 重要な会計処理の誤謬の修正 

ア 国有財産台帳の誤謬訂正等により本年度の貸借対照表において、立木竹が 1 百万円、建物が 13

百万円、工作物が 6 百万円それぞれ減少し、資産・負債差額が 21 百万円減少している。 

イ 物品の誤謬訂正により本年度の貸借対照表において、物品が 4 百万円減少し、資産・負債差額が

同額減少している。 

ウ ソフトウェアの誤謬訂正により本年度の貸借対照表において、無形固定資産が 771 百万円減少し、

資産・負債差額が同額減少している。 
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附属明細書 

 

１ 連結対象法人別の資産及び負債の明細 

（単位：百万円）

外務省
独立行政法人
国際協力機構

独立行政法人
国際交流基金

連結対象法人
合計

相殺消去 連結合計

＜資産の部＞

現金・預金 - 185,445 21,084 206,529 - 206,529

有価証券 - 126,676 65,746 192,423 - 192,423

たな卸資産 - 410 - 410 - 410

未収金 1,687 2,980 454 3,435 - 5,122

未収収益 - 35,530 214 35,745 - 35,745

前払金 - 33,115 - 33,115 - 33,115

前払費用 22 543 94 638 - 661

貸付金 42 11,502,695 - 11,502,695 - 11,502,737

破産更生債権等　　　　※ - 64,466 - 64,466 - 64,466

その他の債権等 658 42 72 114 - 773

貸倒引当金　　　　　　※ △ 1,659 △ 217,831 - △ 217,831 - △ 219,491

有形固定資産 395,882 50,511 8,972 59,483 - 455,366

国有財産等（公共用財産を除
く）

383,224 48,744 8,138 56,883 - 440,108

土地 217,548 21,347 102 21,450 - 238,999

立木竹 346 - - - - 346

建物 95,812 19,849 7,041 26,890 - 122,703

工作物 68,633 7,069 994 8,063 - 76,696

建設仮勘定 883 478 - 478 - 1,361

物品等 12,657 1,766 833 2,599 - 15,257

無形固定資産 11,823 289 282 572 - 12,396

出資金 9,392,709 - - - △ 9,392,709 -

その他の投資等 - 45,441 802 46,243 - 46,243

　資産合計 9,801,168 11,830,318 97,723 11,928,041 △ 9,392,709 12,336,500

＜負債の部＞

未払金 922 24,274 1,221 25,495 - 26,418

未払費用 - 7,033 2 7,035 - 7,035

保管金等 - 2,094 9 2,104 - 2,104

前受金 - 3 - 3 - 3

前受収益 - 21 8 30 - 30

賞与引当金 3,365 1,284 137 1,422 - 4,787

債券 - 477,135 - 477,135 - 477,135

借入金 - 1,756,530 - 1,756,530 - 1,756,530

退職給付引当金 59,281 19,715 1,480 21,196 - 80,477

その他の債務等 6,325 59,743 71 59,814 - 66,139

　負債合計 69,894 2,347,837 2,930 2,350,767 - 2,420,662

＜資産・負債差額の部＞

資産・負債差額 9,731,273 9,482,480 94,793 9,577,274 △ 9,392,709 9,915,838

※「破産更生債権等」には連結対象法人における破産更生債権等を計上している。なお、外務省の貸倒引当金の対象
　債権については、外務省省庁別財務書類の「貸倒引当金の明細」に表示している。  
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２ 連結対象法人別の業務費用の明細 

（単位：百万円）

外務省
独立行政法人
国際協力機構

独立行政法人
国際交流基金

連結対象法人
合計

相殺消去 連結合計

人件費 76,057 18,131 4,894 23,026 - 99,083

賞与引当金繰入額 3,365 1,284 137 1,422 - 4,787

退職給付引当金繰入額 2,906 △ 11,647 △ 4,577 △ 16,225 - △ 13,319

無償資金協力事業費 - 91,151 - 91,151 - 91,151

補助金等 2,933 - 1,811 1,811 △ 355 4,390

委託費等 538,249 - 3,575 3,575 △ 105,263 436,560

独立行政法人運営費交付金 169,989 - - - △ 169,989 -

庁費等 83,609 - - - - 83,609

その他の経費 28,579 177,664 9,294 186,959 - 215,538

減価償却費 7,024 2,016 567 2,584 - 9,609

貸倒引当金繰入額 △ 4 10,736 - 10,736 - 10,731

支払利息・利払費 629 35,158 0 35,159 - 35,788

為替換算差損益 - 316 - 316 - 316

資産処分損益 519 169 20 189 - 709

資産評価損（株式評価損） - 844 - 844 - 844

減損損失 - - 40 40 - 40

　本年度業務費用合計 913,859 325,827 15,766 341,593 △ 275,608 979,844

（単位：百万円）

その他の経費内訳 外務省
独立行政法人
国際協力機構

独立行政法人
国際交流基金

連結対象法人
合計

相殺消去 連結合計

省庁別財務書類でのその他の
経費

28,579 - - - - 28,579

連結対象法人での業務費用 - 158,083 8,752 166,835 - 166,835

連結対象法人での一般管理費 - 19,548 542 20,090 - 20,090

連結対象法人でのその他の経
費

- 32 - 32 - 32

計 28,579 177,664 9,294 186,959 - 215,538  

 

３ 連結対象法人別の資産・負債差額の増減の明細 

（単位：百万円）

外務省
独立行政法人
国際協力機構

独立行政法人
国際交流基金

連結対象法人
合計

相殺消去 連結合計

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 9,589,358 9,324,000 91,572 9,415,572 △ 9,262,254 9,742,676

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 913,859 △ 325,827 △ 15,766 △ 341,593 275,608 △ 979,844

Ⅲ　財源 875,525 456,131 18,928 475,059 △ 275,608 1,074,976

主管の財源 24,485 - - - △ 568 23,917

配賦財源 851,039 - - - - 851,039

独立行政法人等収入 - 456,131 18,928 475,059 △ 275,040 200,018

Ⅳ　無償所管換等 89,704 48,260 - 48,260 △ 48,260 89,705

Ⅴ　資産評価差額 90,544 △ 50 - △ 50 △ 82,194 8,299

Ⅵ　その他資産・負債差額の
増減

- △ 20,032 59 △ 19,973 - △ 19,973

Ⅶ　本年度末資産・負債差額 9,731,273 9,482,480 94,793 9,577,274 △ 9,392,709 9,915,838  
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４ 連結対象法人別の区分別収支の明細 

（単位：百万円）

外務省
独立行政法人
国際協力機構

独立行政法人
国際交流基金

連結対象法人
合計

相殺消去 連結合計

Ⅰ　業務収支

１　財源

主管の収納済歳入額 25,565 - - - △ 568 24,997

配賦財源 851,039 - - - - 851,039

独立行政法人等収入 - 487,597 18,749 506,347 △ 275,608 230,739

貸付金の回収による収入 - 696,931 - 696,931 - 696,931

有価証券の売却・償還によ
る収入

- 1,168,376 9,942 1,178,319 - 1,178,319

固定資産の売却による収入 - 32 1 34 - 34

敷金保証金の返還による収
入

- 78 48 127 - 127

前年度剰余金等受入 - 201,903 25,688 227,592 - 227,592

財源合計 876,605 2,554,921 54,431 2,609,353 △ 276,177 3,209,781

２　業務支出

(1)　業務支出（施設整備
支出を除く）

人件費 △ 84,098 △ 20,496 △ 4,719 △ 25,216 - △ 109,315

無償資金協力事業費支出 - △ 91,901 - △ 91,901 - △ 91,901

補助金等 △ 2,933 - △ 1,806 △ 1,806 355 △ 4,385

委託費等 △ 496,790 - △ 3,345 △ 3,345 105,263 △ 394,871

独立行政法人運営費交付
金

△ 169,989 - - - 169,989 -

貸付けによる支出 △ 17 △ 964,720 - △ 964,720 - △ 964,737

庁費等の支出 △ 86,635 - - - - △ 86,635

有価証券の取得による支
出

- △ 1,153,821 △ 13,933 △ 1,167,754 - △ 1,167,754

敷金保証金の取得による
支出

- △ 67 △ 12 △ 79 - △ 79

その他の支出 △ 28,563 △ 238,806 △ 8,990 △ 247,796 - △ 276,360

業務支出（施設整備支出を
除く）合計

△ 869,029 △ 2,469,813 △ 32,808 △ 2,502,622 275,608 △ 3,096,043

(2)　施設整備支出

立木竹に係る支出 △ 0 - - - - △ 0

建物に係る支出 △ 315 - - - - △ 315

工作物に係る支出 △ 884 - - - - △ 884

建設仮勘定に係る支出 △ 2,943 - - - - △ 2,943

独立行政法人等における
固定資産取得支出

- △ 1,783 △ 483 △ 2,266 - △ 2,266

施設整備支出合計 △ 4,143 △ 1,783 △ 483 △ 2,266 - △ 6,410

業務支出合計 △ 873,173 △ 2,471,597 △ 33,291 △ 2,504,888 275,608 △ 3,102,453

業務収支 3,432 83,323 21,140 104,464 △ 568 107,327  
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（単位：百万円）

外務省
独立行政法人
国際協力機構

独立行政法人
国際交流基金

連結対象法人
合計

相殺消去 連結合計

Ⅱ　財務収支

借入による収入 - 463,600 - 463,600 - 463,600

借入金の返済による支出 - △ 410,654 - △ 410,654 - △ 410,654

債券の発行による収入 - 59,670 - 59,670 - 59,670

債券の償還による支出 - △ 10,000 - △ 10,000 - △ 10,000

リース債務の返済による支
出

△ 2,704 △ 244 △ 14 △ 258 - △ 2,962

ＰＦＩ債務の返済による支
出

△ 97 - - - - △ 97

利息の支払額 △ 629 △ 47,717 △ 0 △ 47,718 - △ 48,348

他省庁からの出資による収
入

- 48,260 - 48,260 - 48,260

民間出えん金等による収入 - - 0 0 - 0

国庫納付による支出 - △ 568 - △ 568 568 -

財務収支 △ 3,432 102,345 △ 14 102,330 568 99,466

本年度収支 - 185,669 21,125 206,794 - 206,794

翌年度歳入繰入等 - 185,669 21,125 206,794 - 206,794

収支に関する換算差額 - △ 223 △ 41 △ 264 - △ 264

本年度末現金・預金残高 - 185,445 21,084 206,529 - 206,529  
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